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1. ユースケース詳細検討

❏ スマートビル全体のコンテクスト分析
❏ ユースケースの導出
❏ ユースケース１（都市VPP（下げDR））
❏ ユースケース２（モビリティに対しての給電と料金請求）
❏ ビルOSの基本機能



(c) 2022 Information-technology Promotion Agency, Japan（IPA) 4

スマートビル全体のコンテクスト分析：コンテクスト図

ユースケース検討の事前整理として、運用フェーズにおける将来のスマートビルのコンテクスト分析を

実施し、ステークホルダーや連携するシステムの関係性をまとめた。
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スマートビル全体のコンテクスト分析：コンテクスト一覧

# コンテクスト名
ビルに対しての振舞い
（コンテクスト → ビル）

ビルから受ける振舞い
（ビル → コンテクスト）

1 ビルユーザー ビルに訪れる -

2 パーソナルデジタルツイン 人に係るモデリングデータを渡す（反映する） ビルに係るモデリングデータを受け取る（反映する）

3 ビルマネジメント（人、AI） ビルを管理する -

4 ビルオーナー ビルを所有する -

5 アグリゲータ 上げDR・下げDR節電要請 電力量報告を受ける

6 テナント ビルに入居する -

7 賃貸募集サイト テナントの入居・募集状態を参照する -

8 カーボン会計プラットフォーム - カーボン/省エネデータを受け取る

9 不動産管理システム テナント情報を更新する -

10 不動産ID 固有番号を採番する -

11 ロボット 活動する/受電する 給電する

12 ロボットプラットフォーム 指令をリクエストする 指令を受け取る

13 都市OS（街デジタルツイン） - ビルデータを受け取る

14 地方自治体 行政指導（炭素削減/エネルギー削減）する -

15 DHC（地域熱供給） エネルギーを供給する エネルギー要求を受ける

16 不動産鑑定団体 鑑定する -

17 認証機関 認証する -

18 申請機関 - 報告する

19 電気自動車 放電する/駐車する 給電する
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ユースケースの導出 【再掲】

カテゴリ ユースケース

脱炭素 都市VPPに伴う行動変容
・上げDRの発動に対してロボットへの給電を行い、ビルが調整力を確保する
・下げDRの発動に対して節電準備を行い、ビルが調整力を確保する
・電力低下に対応するため、モビリティから電力が必要な装置へ電力を融通する

DX 各種申請
・（東京都）トップレベル事業所の報告を行う
料金精算
・モビリティに対して給電を行い、使用料金をまとめて請求する
モニタリング
・デジタルツインを介して街のモニタリングを行う
・ビルからテナントが撤退した後、新規テナントがビルに入居する

維持保全 ・掃除や維持補修の適切な頻度を算出する
・日々のデータを基に必要な点検箇所を抽出する

快適性向上 ・パーソナルデジタルツインを介して、ビル内の環境調整や案内を行う

都市OSやモビリティなどビル外データとの連携を中心にユースケースを導出・検討した。本Appendix

では、スマートビルの根幹となるビルOSの機能導出に用いた、特徴的な二つのユースケース（都市VPP

（下げDR）とモビリティへの給電と料金請求）の検討結果を説明する。



(c) 2022 Information-technology Promotion Agency, Japan（IPA) 7

コンテクスト分析１：都市VPP（下げDR）

※ モビリティに関連するプラットフォームを抽象化した。

※

(System of Interest)
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ユースケース分析１：都市VPP（下げDR）
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機能抽出１：都市VPP（下げDR）

※灰色の網掛け部分は、スマートビルシステムが介入しない機能
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コンテクスト分析２：モビリティに対しての給電と料金請求

※ モビリティに関連するプラットフォームを抽象化した。

※
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ユースケース分析２：モビリティに対しての給電と料金請求



(c) 2022 Information-technology Promotion Agency, Japan（IPA) 12

機能抽出２：モビリティに対しての給電と料金請求

※灰色の網掛け部分は、スマートビルシステムが介入しない機能
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ビル

外部連携におけるビルOSの基本機能

スマートビルの根幹となるビルOSについて、外部連携における基本的な機能を検討結果を基に整理した。

# カテゴリ 機能

1 設備・IoT通信機能 BACSと機器の通信（受領・指令）をする機能

2 利用者管理機能 サービスの利用者情報を管理（仮登録・登録・更新・削除）する機能

3 デジタルツイン管理機能 アセットデータ(ジオメトリ, テナント, 属性情報 etc.)を保有する機能

4 デジタルツイン管理機能 アセットデータを管理（登録・更新・削除）する機能

5 デジタルツイン管理機能 現在値データを保有する機能

6 デジタルツイン管理機能 現在値データを更新する機能

7 デジタルツイン管理機能 外部サービスからアセット情報を更新される機能

8 デジタルツイン管理機能 外部のデジタルツインを定期的に更新する機能

9 外部データ連携機能
外部サービスからアセット情報をモニタリング（参照・情報最新化）
される機能

10 外部データ連携機能 外部サービスから現在値情報をモニタリング（参照）される機能

11 認証機能 デバイスを認証する機能

12 認証機能 外部サービスを認証する機能

13 認証機能 外部のデジタルツインを認証する機能

ビルOS

API
サーバー

バッチ
処理

サーバー

アセット
デジタル
ツイン

1, 7, 9, 10, 11, 12, 13 2, 3, 4, 5, 68

物理機能割り当ての一例

ビル

躯体 BACS 設備機器

モビリティ給電
サービス

認証 フィジカル
システム

外部OS/
プラットフォーム

ビルOS

サービス・アプリ

決済
サービス

認証
サービス …

…

認証転写機器制御

認証
デジタルツイン
参照・更新

デジタル
ツイン参照

認証
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2. ヒアリング結果

❏ 想定されるユースケース
❏ 将来像に対するステークホルダーの役割やプロセス
❏ 教育／コミュニティ
❏ ビジネスモデル
❏ 本格検討に向けた意見集約
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想定されるユースケース（１）

建設業界の構造理解や動向把握を目的に、関連する企業や団体に対してヒアリングを実施した。スマート

ビルのユースケースとして顕在化しつつある、または着想されている事例をまとめた。

ユースケース 概要 サービス対象 備考

ロボット
（警備、掃除）

ビル管理者の減少・高齢化への対応として、警備業務や掃
除業務をロボットで代行する。BIMなどの活用やエレベー
タ連携などの高度化が期待されている。

ビルオーナー、
ビル管理者

人数を減らしても適切な利益が得ら
れるよう、ビル管理業者の契約につ
いても見直しが必要。

エネルギーマネジメント ESG、脱炭素・省エネを目的とする。クラウドなどを使っ
て複数棟を管理する事例が増加している。

ビルオーナー、
ビル管理者、
テナント管理者

AI制御、IoT、統計分析などを用い
ることもある。

全体最適・
シミュレーション

データを用いて、最適化を行うためのシミュレーションを
行う。熱源制御などが一般的である。

ビル管理者 BIMを用いることで、より高度なシ
ミュレーションが設計段階で可能。

建物管理・申請 ワーカー向けのアプリとして、会議室予約や来訪者管理な
どの機能をバンドルして提供することで利便性の向上を実
現する。

テナント入居者、
ビル管理者

ビルの空調、照明連動、セキュリテ
ィ、発災時対応、防災などのユース
ケースが存在する。

健康管理（異常検知） マンションにおいて、生体情報のモニタリングを行う
ことで、事故物件化を予防する。

マンション入居者、
ビルオーナー

独居老人が増えている中で、今後拡
大が予想される。

人流、売上予測 商業施設などで、人流を最適化することで売上向上の
ための検討を行う。または感染予防、非常時の公的役割な
どを担う。

ビルオーナー、
テナント

ビルオーナーがインフラを用意して、
テナントと一緒に分析するなど。

MaaS / モビリティ連携 テナントへの荷物の直接配送、ビル内におけるごみ収集の
効率化や自動バレー駐車による収容効率UPなどを行う。

ビルオーナー、テ
ナント、専門業者

―
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想定されるユースケース（２）

ユースケース 概要 サービス対象 備考

アセット管理, CAFM
（Computer Aided 
Facility Management）

建物のアセット（建物、設備、什器ほか）を管理する
ためのツールで、プラットフォームを介した、BIM / 
BEMSとの連携が求められている。商業施設の稼働率分
析、ポートフォリオ分析（アセットマネジメント）への
適用、炭素会計システムとの連携などが構想されている。

ビルオーナー、
AM /PM

中小ビルに対しても、データ化する
仕組みが必要。

データ参照 オープンなデータ参照を前提に、工事調達を効率化する
仕組みや、スマートビルであることのラベリングを不動
産鑑定に活かすなどのケースが期待されている。

不動産鑑定士、
投資家、工事業者、
コンサル、その他

BIM / PLATEAUとの連携も考慮

Well-being 利用者の健康や快適性を向上し、生産性が高く創造的な
働き方に資するように空間をマネジメントする。

テナント、
ビル利用者 ―

オペレーション最適化 建物および設備・備品の品質維持（劣化抑制）により
LCC（Life Cycle Cost）を低減する。予測制御によって
故障を未然に防ぐなど。

ビル管理者
―

都市開発・エリア
マネジメント

都市や地域のような広域のビジョンやマネジメントと連
動したビルオペレーションが期待されている。

自治体、
デベロッパー ―

パーソナル
デジタルツイン

データの信頼性を高めるためにマイナンバーカードなど
で認証することと合わせて、機器・空間とデータを結び
付け、信頼性をブーストすることが期待できる。

テナント、
ビル利用者

DFFT（Data Free Flow with 
Trust)を実現するためのトラスト
アンカー

AM(Asset Management)：不動産所有者や資産家などに対して、不動産取得、運用、処分などに関する助言や、委託を受けて不動産運用を代行する業務。
PM(Property Management)：テナント誘致、ビル管理、修繕計画などの不動産の資産管理に関わる業務。
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ライフサイクル全体に渡って、新たなステークホルダーの役割やプロセスに関する意見が得られた。

将来像に対するステークホルダーの役割やプロセス

役割 主要な意見

ビジネス
アーキテクト

• 企画フェーズからそのビルとしてのコンセプトをもっと打ち出すべき。
• スマートビル企画構想のためにエンビジョニングを実施することや、スマートビルの仕様や要件の整理を行うステークホルダーが必要。
• 誰のためのビル、どうやって儲けるかというのを考える必要がある。ビルオーナー側もうまく言語化できていないため、ニーズをもとに、

ビルに適用するための取りまとめをする能力（ビジネスアーキテクト）が重要。
• スマートビル全体の使用感（サービスのUX）を設計できる人材が必要。
• ビルのユーザーを理解し、ビルのなかでどういう行動をして今後何をするかを予測し、サービスに落とし込むといった、カスタマージャ

ーニーを定義できる人材が最も重要と考える。

システム
アーキテクト

• IT/設備/建築を含めたノウハウを持った取り纏め主体が必要。
• 設計者とICTに知見がある人材がコラボレーションしたチームを組成して、スマートビルの設計・施工・開発を推進すべき。
• 建築工事側や設備ベンダー側との調整が必要なため、ビルオーナーの立場で仕様検討/設計/構築をリードするべき。
• 国内外の複数ベンダーの取りまとめが必要。

統合プロジェクト
マネージャー

• デザインだけでなく、ビルオーナー・テナントの施工～運営までの支援を行うような立場の存在を期待する。
• ITのマネージャーと建設マネジメントのPMとの役割分担を考慮する必要がある。

ビルシステム
オペレーター

• 「運用・管理フェーズ」のIT/デジタルの技術・知見を活用して物事を実行できるオペレーション人材が必要。
• 稼働開始後のマスタデータのメンテナンス(図面やBIMとのギャップの回避)する役割を期待する。
• ビルオーナー側にて、ビルから取得出来るデータの内容に応じて、柔軟にソリューションの追加やデータ分析を行うべき。

総合 • ビジネスシナリオから、システムアーキテクチャを作り、プロジェクトのマネジメントを行う役割が必要。
• MSI が必要になる。なお、日本ではMSI を単独で担える ステークホルダーは現時点で存在しないと思われるため、複数社で対応する形

になるのではないか。
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教育／コミュニティ

観点 主要な意見

知識領域 • ソフトウェア、フィールドネットワーク、クラウド、アーキテクチャ、BIM、サイバーセキュリティなど、多様かつ最新の知識が
必要となる。

• 上記をすべて一人で考える必要はない。海外のMSIでも、有する専門分野（ネットワーク／ミドルウェア／アプリケーション）が
分かれていることが一般的。ただし、それらをつなぐ主体が別途存在している。

• スマートビルがもたらす新しい意味・価値の深耕ができる思考能力が必要。ユーザやオペレータのカスタマージャーニー（行動）を
理解し、サービスに落とし込めるスキルも重要。

教育プログラム／
資格等

• 一過性ではない体系的に整理された教育プログラムが必要。「目次レベル」の整理でも役に立つ。
• 「スマートビル技術者」などの資格が存在することが重要。資格・認証などによりキャリアパスが明確化されることによって、

人材の流動性の低さの解消を期待する。
• 守りの姿勢ではない、攻めのトランスフォーメーションの教育が必要。

教育環境 • 社内でスマートビル専門のエンジニアを育成しづらい。（マーケットが未熟なため、注力しにくい）
• 20～30代の若手がそれらの技術を学ぶ機会を作ることが必要。国としてどのような人材が必要かを提言していくこと、教育の

後押しを期待する。
• スマートビルを議論するためのコミュニティが国内にない。
• IT業界から建設業界へ歩み寄れるような仕組み（または啓発する動き）が必要。

その他（慣習など） • 現場の9割のエンジニアが保守的であり、新しい技術に対して抵抗感がある。
• 新しい知識やアーキテクチャを学ぶモチベーションを引き出す仕組みが必要。

スマートビルのエンジニアの教育や、育成のための教材・認定・コミュニティに対して、認識している

課題や要望に関する意見が得られた。
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ビジネスモデル

AS-ISのビジネスモデル（キャッシュフロー図）にヒアリング結果を反映させて整理した。スマートビル

事業では、新たなステークホルダーの登場やキャッシュフローの変化が予想される。

ER（Engineering Report）：不動産における鑑定評価のため、土地・建物・環境等の状況やリスクについてまとめられた調査報告書。
MR（Maket Report）：賃料、空室率等の観点で、不動産エリアの市場状況についてまとめられた調査報告書。



(c) 2022 Information-technology Promotion Agency, Japan（IPA) 20

本格検討に向けた意見集約

標準化やスマートビルに造詣の深い有識者や団体に、スマートビルの将来像や本格検討における指針に

関して多面的な意見が得られた。

観点 主要な意見

エコシステム全般 • スマートビルのエコシステムの一案として、ライフサイエンス領域での成功事例があり、導入に
あたっては「コスト削減」「収益増加」「プロモーション効果」のいずれかの観点で圧倒的な
メリットが求められる。

データ連携等 • 上位層のデータ（クラウド上のビル管理データ）の受け渡しについて、業界の取り決めがあることが
望ましい。

• データモデルやデータ認証については、PKI のような協調領域になり得るのではないか。
• 現状は、ビル購入時に譲渡される書類（管理日報や修繕履歴など）が紙媒体でやり取りされるケース

も多い。スマートビル化に伴い、デジタル化とフォーマットの統一が行われると参照しやすくなる。

行政支援 • スマートビル化により賃料水準が上がる事例があると、投資の意思決定がしやすくなる。
• ビルの機能追加（継続的更新）にかかる費用を助成でまかなえるのであれば理想的。

標準化方針 • ビルOSとしてはデータ取得、ロボット連携などの機能をミニマムに作るべきで、そうしないと
広がっていかない。

• データモデルなどは今ある標準を参照する方が望ましく、そうすればスモールスタートの思想と噛み
合う。

PKI(Public Key Infrastructure) ：認証局などを代表とする、公開鍵暗号方式やデジタル署名などによるインターネット暗号通信を成立させるための社会的な基盤。
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3. スマートビルの関連知識

❏ デジタルツイン：建物のアセットのデジタル化
❏ デジタルツイン：PDT（Personal Digital Twin）
❏ 不動産共通ID、街のデータ連携
❏ その他技術トレンド
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照明システム

空調システム

入退管理システム

計量システム

人流システム

設備システム（BACS） BIM
（ジオメトリ）

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ（AI）

空間・設備情報／データモデル

テレメトリデータ

連携
サービス

https://news.mynavi.jp/article/20210531-1897095/

デジタルツイン（建物のアセットのデジタル化）

1. 建物のデジタルツインは設備機器などのアセットデータと躯体の空間データを合わせて形成できる。

2. 空間や設備構成、天気予報やインバランス料金と、設備やIoTの稼働データに基づいた設備シミュレー

ションが可能になり、高度な省エネや省コスト、脱炭素を実現できる可能性がある。

3. 空間情報を用いた省エネの検討例は少ないが、建物の多くはサブシステム群が個別最適化されており、

全体最適化の観点に組み込むことで、さらなる省エネポテンシャルを引き出すことができる。

建物デジタルツイン

ビルOS
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デジタルツイン（PDT：Personal Digital Twin）

1. 欧州ではPDTが予防医学の核心であるとされ、個人の正確な意思決定も支援する。大量のデータを

個人情報に配慮された形で取得できることに加え、そのデータの信頼性を確保する必要がある。

2. ロボットの位置情報の校正やマネジメントにも活用が期待される。

空間に埋め込まれた
認証コード、画像に
よる位置判定など

PDT

スマートビル
インフラ / 

デジタルツイン

データ認証
より信頼性の
高いデータの
取得、学習

空間データと位
置情報データの
紐づけを確約

施設内での自己位置座標
の校正、または遠隔から

の位置モニタリング

デジタル空間を
流れるデータに

信頼性を与える基盤

空間内の認証コード
や校正信号
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不動産共通ID、街のデータ連携

1. 国交省や民間において不動産共通IDの検討が進んでおり、不動産テックの新たな市場創生と利便性向

上が期待される。

2. スマートビルを介して、オープンデータとして公開されたBIM等のデータ（ビルの属性や、階数、

エレベータや省エネ性能など）と連携する。または人流データや多様なセンサと組み合わせる

ことで街のシミュレーションなどを可能にし、避難等の安全確保や混雑回避などが実現できる。

3. 上記は商圏分析、MaaS連携や建物修繕情報の集約、人員の最適化にも活用が想定される。

商業ビルにおいて空きテナント情報が見える化されれば、テナントのエンゲージメントが高まる。

出典：不動産共通ID (https://retechjapan.org/common-id/)
出典：3D都市モデル整備のためのBIM活用マニュアル

虎ノ門エリアの徒歩出退社訓練支援ツール

都市OS

スマートビル
BIM

（プラットフォーム）

データ公開
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その他技術トレンド

1. 設備ネットワークの統合化や、インターネットへの接続を前提としたシステムへ変化している。

2. サイバーセキュリティへの考慮、インターネットを通じた遠隔アップデートも一般化している。

3. ５Gなどの無線環境の活用のユースケースも増加している。

• スマートビル向けの「統合ネットワーク構築ガイドライン」（大林組）

https://www.obayashi.co.jp/news/detail/news20210823_1.html

• 遠隔アップデート可能な設備事例（神田通信機）

https://www.kandt.co.jp/solution/MGW.html

• 工場内無線化実現に向けて5Gを活用した実証実験（NEC）

https://jpn.nec.com/press/202104/20210422_02.html

• 5Gを活用したスマートオフィスの実現に向けた実証実験（ソフトバンク）

https://www.softbank.jp/corp/news/press/sbkk/2019/20190523_01/
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4. ワークショップ実施結果

❏ ワークショップ 特定した重点課題
❏ ワークショップ 重点課題の詳細
❏ 拡大ワークショップ 結果
❏ 拡大ワークショップ チーム別検討結果
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ワークショップ 特定した重点課題

ワークショップでのディスカッションにて抽出した重点課題10個は以下の通り。

次頁以降で、重点課題ごとの詳細内容（背景・現状認識・課題等）を説明する。

重点課題
No

重点課題（ISSUE）
拡大WS

取扱テーマ

1
スマートビルが定義されず、協調領域として共用可能なOS、デジタル基盤やガイドとなるアーキテクチャが
未整備なことにより、新規のサービスプロバイダーが参入できない

〇

2 スマートビルの技術的要素が標準化されておらず、開発コストが高止まりになり、普及していかない

3
ライフサイクル全体の業務プロセスが標準化されておらず、ステークホルダーの役割・必要な成果物・契約の
在り方が最適化されていない

4 計装設備業界のマーケットシェアに偏りがあり、データの利活用やサービスの高度化が進まない

5
ビルを竣工後にアップデートしていく社会通念がないことで、スマートビルへの投資が促されず、
提供価値が継続的に向上していかない

〇

6
スマートビル事業において社会・経済的価値に直結する仕組み・コンテンツがなく、ビルの提供事業者・ユー
ザー双方が価値を見出せていない

〇

7 街や地域レベルでのスマートビルの提供価値・役割が明確になっていない 〇

8
ビル入居者やユーザー目線のサービスをデータドリブンで実行するシステムや組織 or 仕組みがなく、
アジャイルなビジネス展開ができない

9
BIMなどのデジタルデータの高度な利活用が進まず、デジタルツインを介した意思決定や、新たなサービスが
生まれない

〇

10
システム構成や連携仕様を設計する人材や理解できる人材が不足しており、教育・キャリア的な支援が満足に
されていない
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ワークショップ 重点課題の詳細（1/5）

1 2
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ワークショップ 重点課題の詳細（2/5）

3 4
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ワークショップ 重点課題の詳細（3/5）

5 6
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ワークショップ 重点課題の詳細（4/5）

7 8
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ワークショップ 重点課題の詳細（5/5）

9 10
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拡大ワークショップ 結果

課題の解決プロセスとして、標準化の実行主体、情報共有・技術検証の場などの必要性が議論された。

各チームの検討結果は次頁以降に整理している。

フェーズ テーマ 意見 （重点課題番号）

事例・ベスト
プラクティスの
蓄積

標準化の
方向性

• 標準化の検討に先立ってスマートビルの標準機能を仮合意していく団体が必要（①）
• 経営サイドが参照するため、スマートビルを収益化していくための標準プロセスも提示出来るとよい（⑤）
• データを提供する企業と提供しない企業が存在すると、公開することの不利益が生じてしまい不公平となる。市場として共通合意を形成

し、公開／非公開の境界ルール化が必要。公開されたデータの利用方法や目的についてもルール制定が必要（⑦）
• BIMのデータの権利について適切に定義する必要がある（⑨）

情報を
共有する場

• 実証や議論の場でユーザー・テナントサイドの意見がうまく吸い上げられない。ユーザーサイドが参入できるような仕組みが必要（①）
• 発展段階の業界のため、情報共有する場を設ける必要がある。さらに、その中で仕様の共通化について議論していくことが必要（⑥）

技術を
実証する場

• 継続的アップデートが可能な環境で、固定費の削減や収益の増加などの効果の検証がビルオーナー目線で欲しい（⑤）
• オープンイノベーション推進の場がキラーコンテンツ作成を推進する（⑥）
• 課題を解決するよりも、公開可能なデータ側からサービスを考える方が現実的（⑦）
• スマートビルでできないことは、スマートシティでも実現できない（⑦）
• ユースケースに基づいた合理的なBIMのプロパティを想定し、その制作方法を考えるべき。ユーザ側(テナント)のメリットが重要（⑨）

スマートビルの
普及活動

情報発信
• レポートなどでスマートビルの効果（固定費の削減、収益の増加等）を明示的にビルオーナーに示すことが必要（⑤）
• ビルオーナーはビルを修繕するという意識を持っており、これは費用として考えられている。アップデートは価値が高まるものだと認識

を新たにさせる必要がある（⑤）

制度設計

• 継続的アップデートを認証制度の要件とし、助成金と合わせたインセンティブ設計が有効ではないか（⑤）
• 図面の不整合が原因でビル管(委託側)がBIMの管理を断っている。ライフサイクルマネジメントで全体最適を管轄する主体が必要（⑨）
• BIMのデータの正しさを中間検査等の仕組化により保証する。管理が必要なデータを定義し、データメンテナンスに対して補助金・認証

などを与える（⑨）
• BIMの標準プロパティの採用、図面との整合性、運用時のデータ保証などを公共調達の発注仕様に入れていく（⑨）

協調領域の確立 標準化
• 都市の一機能として、スマートビルがどうあるべきかを踏まえた標準化がなされるべき（①）
• 標準化された後に、PDCAサイクルが上手く回り、定義された標準機能（協調領域）が持続的に用いられるようにする仕組みが必要（①）
• 標準機能が業界に浸透するような仕組みも必要（①）
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拡大ワークショップ チーム別検討結果まとめ（1/5）
重点課題 ：

スマートビルが定義されず、協調領域として共用可能なOS、デジタル基盤やガイドとなるアーキテクチャが
未整備なことにより、新規のサービスプロバイダーが参入できない

# チームディスカッションでのコメント コメントに対する解決案

A 標準機能の抽出にあたっては、ユーザサイドのステークホルダーが上手く参入できる
ような仕組みがあると良いのではないか。

標準機能を検討する段階において、タスクフォースを新設、既存のコミュニティ等の
活用のどちらでも、ユーザサイドのステークホルダーの取り込みを考慮する。

B-1 デファクトスタンダードが導出される前段階として、標準機能を仮合意する必要が
あると思われるが、仮合意を担う主体・団体の記載がない。

仮合意プロセスを追加する。※なお、スマートビルという未成熟な事業ドメインに
対して、主導的に取りまとめる事業者（ステークホルダー）の検討は別途必要。

B-2 • 標準化においては、スマートビル単体をスコープとするのではなく、都市の一機能
として、スマートビルのあるべき姿を考慮した標準化がなされるべき。

• 標準化後に、PDCAサイクルが上手く回り、定義された標準機能（協調領域）が
持続的に用いられるようにする仕組みが必要。（陳腐化させない仕組みが必要。）標
準機能が業界に浸透するような仕組みも必要。

• 標準化団体の検討メンバには、街づくりの視点を持つステークホルダーを招集する。
• 将来的に、外部環境が変化することも踏まえ、スマートビル外部の変化に対応できるよ

うな、仕組みを前提として検討（設計）する。（一例として、スマートビルと
連携が期待されるモビリティ等の外部システムとのバウンダリーの見直しなど）

1

協調領域の
検討・仮設定

仮決定の内容を
前提条件とした

実証
標準機能の抽出

標準機能の搭載を
前提とした市場競争

デファクト
スタンダードの確立

標準化の推進
新規プレイヤーの

参画を促す仕組みの
構築

標準化による業界
関係者の理解促進、

浸透・根付き

サービスプロバイ
ダーを初めとする
業界参入者の増加

B-1

B-2

：アクション

：アウトプット

：アウトカム

〇解決仮説の想定フロー

：ディスカッション対象

実証は、以下の2つのアプロ―チを想定
①ビジネス的（タスクフォース）、②公益性（特区の設定）

A
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拡大ワークショップ チーム別検討結果まとめ（2/5）
重点課題 ：

ビルを竣工後にアップデートしていく社会通念がないことで、スマートビルへの投資が促されず、
提供価値が継続的に向上していかない

論点 主要な意見

スマートビル認証機関 • 継続的アップデートを条件とした認証制度を整備が必要となる。
• 単なる認証制度の整備では、コストがかかるだけで普及しない。
• 助成金等の明確かつ規模のある投資が望まれる。

サンドボックス環境 • スマートビルの標準機能の検証を目的とした、サンドボックスのような環境の設立が想定される。
• その環境の要件として、アップデート可能な構成が必須となるのではないか。
• 環境をアップデートし続けていく中で、効果（費用対効果、管理人件費の削減・運用コストの削減等）をまとめて発信できるとよい。

アーキテクチャの整理 • スマートビルをビジネス化、収益化していくための標準プロセスが必要ではないか。
• 小規模にスタートし、アップデートで徐々に大きくしていくいくプロセスがあるとオーナーも参考にできる。

ビルオーナー ＝ 建物の発注者であり、課題解決の重要なステークホルダー。まずビルオーナーに訴求できるようなインセンティブの設計が必要。

5

〇解決仮説の想定フロー

継続的アップデートに関
する初期事例を作る

ラフなシステムアーキテ
クチャを整備する

ビルの価値を高める新
たなモデルとして認知

される

認証機関を設立する

継続的アップデートが
発注要件に含まれてい

く

認証が普及する

建設事業者に継続的ア
ップデートのメリット

が浸透する

継続的アップデートの
事例が多数発信される

竣工度のアップデート
が社会常識化する

：アクション

：アウトプット

：アウトカム

建物利用者に継続的ア
ップデートのメリット

を体感させる

継続的アップデートに
よる価値向上が定量的

に示される

スマートビルの標準機
能がアップデートされ

る
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拡大ワークショップ チーム別検討結果まとめ（3/5）
重点課題 ：

スマートビル事業において社会・経済的価値に直結する仕組み・コンテンツがなく、ビルの提供事業者・ユーザー双方が
価値を見出せていない

〇重点課題解決に向けた想定フロー

6

論点 主要な意見

重点課題の解決案 A.エンビジョニングの定着
企画フェーズのエンビジョニングにより、提供価値のカタログの
ようなものを準備し、ビルオーナー側とすり合わせる。
結果、ビジョンが固まるとともに、収益性についてもクリアになる。

B.業界内で議論する場の提供＆仕様の共通化
スマートビルはまだ発展段階であり、業界内で情報共有する場を
設ける必要がある。さらに、その中で仕様の共通化について議論して
いくことが必要。

C.オープンイノベーション推進の場を設定する
キラーコンテンツが生まれることが期待される。
例）欧州で街のデータをオープンにしてハッカソン行っている事例あり

左図の想定フロー
に対するコメント

• 自社環境に「スマートビルを体験する場を整備する」ことで、新たな価
値が生まれ、提案に繋げていくことが可能。

• ビル提供事業者側の価値創出について、「スマートビル構築・運用のベ
ストプラクティスに関する採用事例が増える」結果のアウトプットとし
て「成功事例や効果が見えるようになる」が考えられる。

その他
コメント

• ビルメンテナンス事業が注目する部分は時間。業務（点検など）の自動
化を期待したい。

• 古くなった設備の交換が大変。費用も巨額。なるべく長く使いたい。故
に、設備の状態モニタリングによる故障予知などが望まれる。

• 外気を入れた方が良いことが視覚的にわかるようになっているビルがあ
る。敢えて人が介入するシステム構成にして価値を体感しやすくすると
いう手もあるかもしれない。

• 今後3年ぐらいでより先進的なスマートビルが出てくるのではないか。

様々な分野に
浸透する政策
でスマートビ

ルを推進

アーキテクチ
ャを整備する

スマートビル
を体験する場
を整備する

スマートビル
の構築プロセ
スが改善する

• 関係者間の認識齟齬減少
• 設計後の仕様変更減少
• 価値ある機能の提供
• ビル管理の最適化

スマートビル提供事業
者・ユーザー双方が価
値を見出せている

ユーザーニー
ズ探索により、
良いサービス
が生まれる ユーザーが価値を体

感して、ポジティブ
な印象を抱いている

ビル提供事業者がコ
ストメリット・収益
性・プロモーション
価値を見出している

機能改善により
ユーザーニーズ
が満たされ、UX

が向上

：アクション

：アウトプット

：アウトカム
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拡大ワークショップ チーム別検討結果まとめ（4/5）
重点課題 ：

街や地域レベルでのスマートビルの提供価値・役割が明確になっていない

論点 主要な意見

検討テーマに対する
意見・コメント

• 民間が求めるデータ例：医療系データ、各家庭の属性情報、
電力需給データ、運送会社の地域規模配送情報

• 地域課題の解決だけではマーケットが広がらず、限界がある。
• 顕在化した課題に対し、どのようなデータが必要でどのように

データを集めるかの議論が必要。
• データ側からサービスを考える方が現実的。

ビル内個別配送の
ユースケース
(データ活用によって
解決される社会課題・
得られる社会的利益)

• 環境対策（CO2排出量低減）、労働人口問題の解消・人件費抑制
• 感染症対策としての対面取引低減。
• 利用者の可処分時間向上（昼食時間の短縮、普段の移動経路上で

受け取り、移動負担軽減等）。
• UberEatsなどのギグワーカーはビル入口まで配達になり、

生産性向上。
• 店舗の売上増加への寄与。

公共に求める施策 • データ形式や配送方式がばらばらで個別対応していては非効率である
ため、規格化が必要。

• データを提供する企業と提供しない企業が存在すると、公開すること
の不利益が生じてしまい不公平となる。

• 市場として共通合意を形成し、公開／非公開の境界ルール化が必要。
• 公開されたデータの利用方法や目的についてもルール制定が必要。
• 規制緩和によって、サービスを開始しやすくしたりすると良い。

その他意見 • 日本は都市計画の規制力やプランニング力が弱い。
• 維持継続できる体制づくりが大切。
• 現状は、イベント（災害など）が生じてからデータを取得しているが、

行政が体系的なデータを常時取得している状態が望ましい。
• データは存在する（保持している）が、APIやデータ連携基盤が

整備されていないため公開／利活用が進まないこともある。

〇重点課題解決に向けた想定フロー
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潜在的な課題を明
確化する

行政データのオ
ープン化を
推進する

地域の課題を明
確化する

顕在化した課題を
解決する 行政のリソースに

余裕が生まれる

潜在的な課題
を解決する

BIMの整備を
進める

街や地域レベルで
スマートビルの提供
価値・役割が明確に

なっている

行政とビルとの間の
DXが進み，全体の生

産性が向上する

街や自治体レベルで
の現状把・意思決定

が容易になる

ベストプラクティ
スが貯まる

街や自治体レベルで
のスマートビルのデ

ータ活用が進む

：アクション

：アウトプット

：アウトカム
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拡大ワークショップ チーム別検討結果まとめ（5/5）
重点課題 ：

BIMなどのデジタルデータの高度な利活用が進まず、デジタルツインを介した意思決定や、新たなサービスが生まれない

重点課題の原因の整理 課題の解決案または着目ポイント

BIMとスマートビルを繋ぐ仕組みを誰も考えていない。 • ユースケースに基づくBIMのプロパティの検討と、制作方法の考慮が必要。
• テナントにメリットがあるユースケースが必要となる。

データが正確であるということが保証されていない。管理者、
手法が定まっていない。

• 中間検査等でデータの正しさのチェックを仕組み化する。
• 業界全体（大手）がBIMモデルを積極的に公開し、またプロパティを合わせるように行政指導する。
• 設計監理者のデジタル化（ツールの利用）を推奨する。

BIMのデータの権利について検討ができていない。 • BIMの権利を有し、管理するステークホルダーを特定し、ポリシーを定める必要がある。

ビル管（委託側）がBIMの管理事業を断る事例がある。（実際の図
面とBIMが不整合であり、再調査の工数が非常に大きくなるため）

• 図面（BIM）の正しさを保証するために、インセンティブが存在する状態にする。
• 管理が必要なデータを定義する（設備のみ、構造のみなど）。それに対して補助金、認証などの仕組みを組み込む。
• メリットを示し、公共調達の発注仕様に入れていく。

BIMのデータ運用時の正しさも保証されていない。 • BCF（BIM Collaboration Format）の仕組みなども用いて、改ざん履歴などを正しく管理する。

〇重点課題解決に向けた想定フロー

9

：アクション

：アウトプット

：アウトカム

ビジネスでの成功事例
が確立される 標準化を推進する

BIMのビジネスモデ
ルが確立される

BIMを整備する、利活用
できる技術者が増える

空間データを基盤とした
新たなサービスが生まれ

ている異業種間でユース
ケースについて議
論可能な場を作る

デジタルツインを介した
意思決定（都市開発計

画・防災計画、商圏分析
など）がされている

都市デジタルツイン
が普及し始める

BIMの作りこみを
発注要件とする特

区を設ける

特区でBIMをオー
プンデータとして

公開する

ユースケースを
実装し、KPIの改

善を示す
都市計画における成功

事例が確立される


